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○八代市住宅用太陽光発電システム等設置費補助金交付要綱 

平成２１年３月２７日 

告示第３３号 

改正 平成２２年３月３０日告示第２８号 

平成２３年３月３０日告示第２２号 

平成２４年３月３０日告示第２９号 

平成２９年３月２４日告示第２６号 

平成３０年３月２３日告示第１８号 

令和２年３月２４日告示第２５号 

令和４年３月２３日告示第２１号 

令和５年３月２９日告示第４１号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市民による再生可能エネルギーの普及及び利用を促進し、地球温暖化の防止に寄与

するため、住宅用太陽光発電システム及び定置式リチウムイオン蓄電池を設置する者に対し、予算の範

囲内で八代市住宅用太陽光発電システム等設置費補助金（以下「補助金」という。）を交付することに

ついて必要な事項を定めるものとする。 

（対象システム及び対象蓄電池） 

第２条 補助金の交付の対象となる住宅用太陽光発電システム（以下「対象システム」という。）は、次

に掲げる要件の全てを満たすものとする。 

（１）補助金の交付を受けようとする者が自ら居住する専用住宅又は併用住宅（これらのうち法人名義

のもの及び賃貸用のものを除く。以下「対象住宅」という。）に設置するものであること。 

（２）対象住宅の屋根等への設置に適した低圧配電線と逆潮流有りで連結するものであること。 

（３）設置前において、使用されたものでないこと。 

（４）第７条の規定による交付申請をした日（以下「交付申請日」という。）の属する年度の末日まで

に、設置を完了するものであること。 

２ 補助金の交付の対象となる定置式リチウムイオン蓄電池（以下「対象蓄電池」という。）は、次に掲

げる要件の全てを満たすものとする。 

（１）対象住宅に設置するものであること。 

（２）対象住宅に設置する住宅用太陽光発電システムで発電した電気を貯めて、夜間、災害時等に当該

貯めた電気を使用することができるものであって、市長が別に定める要件を満たすものであること。 

（３）設置前において、使用されたものでないこと。 

（４）交付申請日の属する年度の末日までに、設置を完了するものであること。 

（対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。 

（１）本市に居住し、又は居住を予定する者（以下「転入予定者」という。）であること。 

（２）対象システムを設置する場合にあっては前条第１項第２号に掲げる要件を満たす住宅用太陽光発

電システムを、対象蓄電池を設置する場合にあっては同条第２項第２号に掲げる要件を満たす定置式

リチウムイオン蓄電池を、既に対象住宅に設置していないこと。 

（３）対象システムを設置する場合にあっては、電力会社と電灯契約及び余剰電力の受給契約を結ぶ個

人であること。 

（４）その属する世帯（その者が転入予定者である場合は、転入後に属することとなる世帯）の全ての

者が市税等を滞納していないこと。 

（補助金の額） 

第４条 対象システムを設置する者に対する補助金の額は、対象システムを構成する太陽電池モジュール

の最大出力の数値（キロワット単位で表示し、その数値に小数点以下１位未満の端数があるときは、こ

れを四捨五入して得た数値）に１万５，０００円を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた額）とし、１０万円を上限とする。 

２ 対象蓄電池を設置する者に対する補助金の額は、１０万円とする。 

（補助金の額の特例） 

第５条 対象システム又は対象蓄電池（以下「対象設備」という。）の設置に係る工事請負契約（以下こ

の項において「設置契約」という。）を本市に本社を有し、若しくは支店、営業所等を有する法人又は

本市に事業所を有する個人（以下この条において「市内事業者」という。）と締結する場合における補

助金の額は、当該市内事業者との設置契約につき、前条各項の規定により算定した額に２万円を加えた

額とする。 
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２ 前項に規定する場合において、同一の市内事業者が対象システム及び対象蓄電池を同時に設置する場

合における補助金の額は、同項の規定にかかわらず、前条各項の規定により算定した額の合計額に２万

円を加えた額とする。 

（補助金の交付回数） 

第６条 補助金の交付回数は、それぞれの対象設備につき、１回限りとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、対象設備の設置工事に着手する前に、八代市住宅用太陽光

発電システム等設置費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

（１）対象設備の設置場所を示す案内図 

（２）対象設備設置前の現況写真 

（３）設置経費の内訳が明記されている見積書の写し 

（４）対象設備の設置に係る工事請負契約書の写し 

（５）対象設備の仕様が分かるパンフレット等の写し 

（６）住民票謄本（本市に居住する者に限る。） 

（７）市税等納税状況確認同意書（様式第２号） 

（８）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付に係る決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、補助金の交付の可否及び額

を決定し、八代市住宅用太陽光発電システム等設置費補助金交付・却下決定通知書（様式第３号）によ

り当該申請をした者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）に対し、

補助金の交付の目的を達成するため必要な指示をし、又は条件を付することができる。 

（工事の着手） 

第９条 交付決定者は、交付決定の日の翌日から起算して３０日以内に対象設備の設置に係る工事に着手

しなければならない。 

２ 交付決定者は、工事着手の日の翌日から起算して７日以内に八代市住宅用太陽光発電システム等設置

工事着手届（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）対象設備の配置が分かる図面 

（２）その他市長が必要と認める書類 

（内容の変更等） 

第１０条 交付決定者は、補助金の交付の決定を受けた内容を変更し、又は対象設備の設置を中止しよう

とするときは、あらかじめ八代市住宅用太陽光発電システム等設置費補助金交付変更等承認申請書（様

式第５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 交付決定者は、補助金の交付の決定を受けた内容を変更しようとするときは、変更の内容が確認でき

る書類を添付しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、八代市住宅用太陽光発電シス

テム等設置費補助金交付変更等承認・不承認決定通知書（様式第６号）により交付決定者に通知するも

のとする。 

（実績報告） 

第１１条 交付決定者は、対象設備の設置を完了したときは、当該設置工事が完了した日の翌日から起算

して３０日以内又は当該年度の末日のいずれか早い日までに、八代市住宅用太陽光発電システム等設置

費補助金実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）対象設備の設置費に係る領収書の写し 

（２）対象設備の設置費に係る領収書の内訳書（様式第８号） 

（３）電力会社との余剰電力受給契約に関する書面の写し（対象システムを設置した場合に限る。） 

（４）電力会社との自家用発電設備等の系統連係契約に関する書面の写し（対象蓄電池を設置した場合

に限る。） 

（５）対象設備の保証書の写し 

（６）対象設備の設置工事完了を示す写真 

（７）その他市長が必要と認める書類 

（補助金額の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定による報告の内容を審査し、これを適当と認めるときは、交付すべき補助

金の額を確定し、八代市住宅用太陽光発電システム等設置費補助金確定通知書（様式第９号）により交
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付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求等） 

第１３条 交付決定者は、前条に規定する通知を受けたときは、八代市住宅用太陽光発電システム等設置

費補助金交付請求書（様式第１０号）により市長に補助金の交付を請求しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求を適当と認めるときは、交付決定者に補助金を交付するものとする。 

（財産処分の制限） 

第１４条 交付決定者は、設置した対象設備に係る減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年

大蔵省令第１５号）別表第１及び別表第２に掲げる耐用年数の期間内において、補助金の交付の目的に

反して当該対象設備を処分するときは、市長の承認を受けなければならない。 

（決定の取消し等） 

第１５条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付の決定を

取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させるものとする。 

（１）偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

（２）その他市長が交付決定を取り消すことが適当と認めるとき。 

（協力） 

第１６条 交付決定者は、市長の求めに応じて、次に掲げる事項を報告するよう努めるものとする。 

（１）対象設備の稼動開始月の翌月から２年間の発生電力量、売電電力量及び買電電力量 

（２）対象設備の稼動開始月の翌月から２年間の環境家計簿 

（３）その他市長が必要と認める事項 

（調査） 

第１７条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、対象設備の設置工事

の状況及び設置後の稼動状況等について調査することができる。 

（その他） 

第１８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３０日告示第２８号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第４条の規定は、この告示の施行の日以後に行われた交付の申請に係る補助金の額について

適用し、同日前に行われた交付の申請に係る補助金の額については、なお従前の例による。 

附 則（平成２３年３月３０日告示第２２号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の八代市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱の規定は、この告示

の施行の日以後に行われた交付の申請に係る補助金の額について適用し、同日前に行われた交付の申請

に係る補助金の額については、なお従前の例による。 

附 則（平成２４年３月３０日告示第２９号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第５条の規定は、この告示の施行の日以後に行われた交付の申請に係る補助金の額について

適用し、同日前に行われた交付の申請に係る補助金の額については、なお従前の例による。 

３ この告示の施行の際現に行われている改正前の様式による通知又は請求は、改正後の様式により行わ

れた通知又は請求とみなす。 

附 則（平成２９年３月２４日告示第２６号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の八代市住宅用太陽光発電システム等設置費補助金交付要綱の規定は、この告示の施行の日以

後に行われた交付の申請に係る補助金の額について適用し、同日前に行われた交付の申請に係る補助金

の額については、なお従前の例による。 
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附 則（平成３０年３月２３日告示第１８号） 

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月２４日告示第２５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の八代市住宅用太陽光発電システム等設置費補助金交付要綱の規定は、この告示の施行の日以

後に行われた交付の申請に係る補助金の額について適用し、同日前に行われた交付の申請に係る補助金

の額については、なお従前の例による。 

附 則（令和４年３月２３日告示第２１号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の八代市住宅用太陽光発電システム等設置費補助金交付要綱の規定は、この告示の施行の日以

後に行われた交付の申請に係る補助金の額について適用し、同日前に行われた交付の申請に係る補助金

の額については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年３月２９日告示第４１号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の八代市住宅用太陽光発電システム等設置費補助金交付要綱の規定は、この告示の施行の日以

後に行われた交付の申請に係る補助金の額について適用し、同日前に行われた交付の申請に係る補助金

の額については、なお従前の例による。 
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様式（省略） 

 


